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（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債
有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金
土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金
有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金
減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金
財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

5,141,080,197 3,695,286,742

5,141,080,197 2,471,285,987

【様式第１号】

貸借対照表(一般会計等)

科目 金額 科目 金額

                       (平成３１年  ３月３１日現在)

4,181,755,790 －

△  1 ,2 8 3 ,7 5 8 ,0 7 4 459,137,320

43,921,259 205,826,667

4,752,749,168 530,699,776

1,798,874,161 693,300,979

－ －

－ －

－ 176,104,224

－ 73,786

△  2 ,4 0 7 ,9 6 9 77,132,643

819,000 －

△  8 1 8 ,9 9 9 －

14,364,000 5,141,080,197

－ △  4 ,0 9 4 ,7 3 7 ,7 1 1
－

－ －

－ 負債合計 4,154,424,062

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

1,384,776,350

△  9 96 ,4 4 5 ,3 2 1

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

59,686,351

－

－

－

－

－

59,686,351

－

－

純資産合計 1,046,342,486

資産合計 負債及び純資産合計 5,200,766,548

－

－

－

－

5,200,766,548
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（単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

170,470,150

【様式第２号】

行政コスト計算書(一般会計等)
                         自  平成３０年  ４月　１日
                         至  平成３１年  ３月３１日

科目 金額

2,782,610,117

2,729,696,863

2,366,661,837

2,019,048,463

176,104,224

51,986,254

1,039,000

330,555,930

147,175,421

1,799,366

181,581,143

－

32,479,096

30,482,690

－

1,996,406

52,913,254

－

－

－

927,000

8,396,028

2,295,120

6,100,908

2,774,214,089

11,811,110

－

11,811,110

－

－

1,512,000

1,512,000

－

2,784,513,199
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（単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 4 ,68 5 ,6 54 ,273 △  3 ,698 ,491 ,262
△純行政コスト（ ） △  2 ,7 84 ,513 ,1 99

財源 2,843,692,674

税収等 2,824,100,674

国県等補助金 19,592,000

本年度差額 59,179,475

固定資産等の変動（内部変動） 455 ,4 25 ,924 △  45 5 ,425 ,92 4
有形固定資産等の増加 648 ,8 18 ,177 △  64 8 ,818 ,17 7
有形固定資産等の減少 △  1 93 ,392 ,2 53 193 ,39 2 ,2 53
貸付金・基金等の増加 － －

貸付金・基金等の減少 － －

資産評価差額 －

無償所管換等 －

その他 － －

本年度純資産変動額 455 ,4 25 ,924 △  39 6 ,246 ,44 9
本年度末純資産残高 5 ,14 1 ,0 80 ,197 △  4 ,094 ,737 ,711

59,179,475

【様式第３号】

純資産変動計算書(一般会計等)
                                自  平成３０年  ４月　１日

                                至  平成３１年  ３月３１日

科目 合計

987,163,011

△  2 ,7 84 ,513 ,1 99
2,843,692,674

2,824,100,674

19,592,000

－

－

59,179,475

1,046,342,486

－
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（単位：円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】
投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】
財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

30,482,690

【様式第４号】

資金収支計算書(一般会計等)
                    自  平成３０年  ４月　１日

                    至  平成３１年  ３月３１日

科目 金額

2,445,171,764

2,366,588,110
2,185,134,227
148,974,787

－

1,996,406
78,583,654
77,656,654

－
－

927,000
2,832,496,702
2,824,100,674

－
2,295,120
6,100,908

21,104,000

－
－
－

387,324,938

723,315,056
723,315,056

－
－
－
－

513,200,000

19,592,000
－
－

1,512,000
－

△  7 02 ,21 1 ,0 5 6

187,896,801
187,896,801

－
513,200,000

59,686,351

－
325,303,199

本年度資金収支額 10,417,081
前年度末資金残高 49,195,484
本年度末資金残高 59,612,565

140,321

△  6 6 ,5 35
73,786

- 4 -



平成30年度 印西地区消防組合一般会計等財務書類 

 注記 

１ 重要な会計方針 

(1)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

①  有形固定資産･･････････････････････････････取得原価  
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。   

ア 昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達原価  

イ 昭和60年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの･･･････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･････････････････････再調達原価 

②  無形固定資産･･････････････････････････････該当なし  

(2)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

該当なし 

(3)有形固定資産等の減価償却の方法  

①  有形固定資産（ リース資産を除きます。） ･････････定額法  
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。   

建物    6年～50年（ 建物附属設備を含みます。）   

工作物 10年～45年 

船舶    4年 

物品   3年～15年  

②  無形固定資産（ リース資産を除きます。） ･････････該当なし 
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(4)引当金の計上基準及び算定方法  

①  徴収不能引当金  
該当なし 

②  退職手当引当金  
退職手当債務から千葉県市町村総合事務組合への加入時以降の負担金の累計額から既   

に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、千葉県市町村総合事   

務組合における積立金額の運用益のうち印西地区消防組合へ按分される額を加算した額   

を控除した額を計上しています。 

③  賞与等引当金  
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の

見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

(5)リース取引の処理方法  

  該当なし 

(6)資金収支計算書における資金の範囲  

現金及び歳計外現金  

なお、現金及び歳計外現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受

払いを含んでいます。  

(7)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項  

①  物品及びソフトウェアの計上基準 
物品については、取得価額が500, 000円以上の場合に資産として計上しています。  

ソフトウェアについては該当がありません。 

 ②  資本的支出と修繕費の区分基準 
資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 1, 000, 000 円未満であるときに修

繕費として処理しています。  
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 ２  追加情報  

(1)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項  

①  一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。   
一般会計  

②  一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異 
 印西地区消防組合は一般会計のみ有しているため差異はありません。 

③  地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納
整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として

います。 

④  利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 
 印西地区消防組合では利子補給等に係る債務負担行為はありません。 

⑤  繰越事業に係る将来の支出予定額 846円 
継続費逓次繰越額（ 一般会計） 846円 

 ⑥  過年度修正等に関する事項 
  該当なし 

(2)貸借対照表に係る事項 

①  売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。   
  該当なし 

②  減債基金に係る積立不足額 
該当なし 

③  基金借入金（ 繰替運用）   
該当なし  
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④  地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需
要額に含まれることが見込まれる金額 524, 960, 000円 

※構成市である印西市及び白井市の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見
込まれる金額となります。  

⑤  地方自治法第234条の3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務
金額  

  該当なし 

⑥  道路、河川及び水路の敷地の評価額 
該当なし 

(3)行政コスト計算書に係る事項 

 計上基準の変更等に関する事項 

平成30年3月の地方公会計の活用の促進に関する研究会報告書により、印西地区消防組

合では平成29年度財務書類から、行政コスト計算書の物件費等のその他に計上されてい

た数値は皆減し、その他の業務費用のその他に計上されるようになりました。  

(4)純資産変動計算書に係る事項  

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（ 不足分） の内容 

①  固定資産等形成分 
固定資産の額を計上しています。   

②  余剰分（ 不足分）   
純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。  
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(5)  資金収支計算書に係る事項 

①  既存の決算情報との関連性 
収入（ 歳入）  支出（ 歳出）  

歳入歳出決算書 3, 415, 996, 186円 3, 356, 383, 621円

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に

伴う差額 
0円 0円

繰越金に伴う差額 49, 195, 484円 0円

資金収支計算書 3, 366, 800, 702円 3, 356, 383, 621円

地方自治法第233条第1項に基づく歳入歳出決算書には前年度からの繰越金49, 195, 484円

が含まれております。  

②  資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳  
資金収支計算書 

業務活動収支           387, 324, 938円 

投資活動収入の国県等補助金収入   19, 592, 000円 

未収債権、未払債権等の減少     25, 670, 400円  

△ 181, 581 , 143減価償却費              円  

△ 11, 057 , 460賞与等引当金繰入額（ 増減額）      円  

△ 170 , 470 , 150退職手当引当金繰入額（ 増減額）  円  

徴収不能引当金繰入額（ 増減額）        0円 

△ 10, 299 , 110資産除売却益（ 損）         円  

純資産変動計算書の本年度差額    59, 179, 475円 

③  一時借入金 
該当なし 
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① 有形固定資産の明細 （単位：　円）

② 有形固定資産の行政目的別明細 （単位：　円）

4,752,749,168

1,798,874,161

2,897,997,716

41,513,290

1

14,364,000

388,331,029

5,141,080,197

【様式第５号】

附属明細書(一般会計等)
１．貸借対照表の内容に関する明細

※　 下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)
（G)

 事業用資産 5,580,258,065 1,008,685,895 549,209,750 6,039,734,210 1,286,985,042 88,364,873 4,752,749,168

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)

1,798,874,161

　　立木竹

　  土地 1,798,874,161 1,798,874,161

86,814,164 2,897,997,716

　　工作物 30,430,819 13,490,440 43,921,259 2,407,969 1,550,709 41,513,290

　　建物 3,569,459,958 650,867,240 38,571,408 4,181,755,790 1,283,758,074

1

　　浮標等

　　船舶 819,000 819,000 818,999

　　その他

　　航空機

14,364,000

 インフラ資産

　　建設仮勘定 180,674,127 344,328,215 510,638,342 14,364,000

　　建物

土地

　　その他

　　工作物

 物品 1,322,289,076 150,770,624 88,283,350 1,384,776,350 996,445,321 93,216,270 388,331,029

　　建設仮勘定

181,581,143 5,141,080,197

区分
生活インフラ・
国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務

合計 6,902,547,141 1,159,456,519 637,493,100 7,424,510,560 2,283,430,363

合計

 事業用資産 4,752,749,168

1,798,874,161

　　立木竹

　　土地

2,897,997,716

　　工作物 41,513,290

　　建物

1

　　浮標等

　　船舶

　　その他

　　航空機

14,364,000

 インフラ資産

　　建設仮勘定

　　建物

土地

　　その他

　　工作物

5,141,080,197合計

 物品 388,331,029

　　建設仮勘定
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別表４－５ 有形・無形固定資産等明細表(一般会計等)

有
償
取
得

無
償
取
得

調
査
判
明

評
価
益

振
替
増

合
計

振
替
減

売
却

除
却

無
償
譲
渡

減
価
償
却

合
計

 事業用資産 4,352,323,632 498,047,553 510,638,342 1,008,685,895 510,638,342 9,257,144 88,364,873 608,260,359 4,752,749,168

土地 1,798,874,161 1,798,874,161

　　立木竹

　　建物 2,343,201,784 140,228,898 510,638,342 650,867,240 9,257,144 86,814,164 96,071,308 2,897,997,716

　　工作物 29,573,559 13,490,440 13,490,440 1,550,709 1,550,709 41,513,290

　　船舶 1 1

　　浮標等

　　航空機

　　その他

　　建設仮勘定 180,674,127 344,328,215 344,328,215 510,638,342 510,638,342 14,364,000

 インフラ資産

　　土地

　　建物

　　工作物

　　その他

　　建設仮勘定

物品 333,330,641 150,770,624 150,770,624 2 2,553,964 93,216,270 95,770,236 388,331,029

小計 4,685,654,273 648,818,177 510,638,342 1,159,456,519 510,638,342 2 11,811,108 181,581,143 704,030,595 5,141,080,197

ソフトウェア

その他

小計

合　　　計 4,685,654,273 648,818,177 510,638,342 1,159,456,519 510,638,342 2 11,811,108 181,581,143 704,030,595 5,141,080,197

前
年
度
末
残
高

本年度増加 本年度減少 本
年
度
末
残
高

有
形
固
定
資
産

無
形
固
定
資

産

棚卸資産

区分 勘定科目

-
 
11
 
-



負債項目の明細

①　 地方債（借入先別）の明細

うち１年以内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】 2,677,112,654 205,826,667 504,473,775 0 292,610,000 1,504,356,668 0 0 0 375,672,211

　　一般公共事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　公営住宅建設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　災害復旧 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　教育・福祉施設 134,900,000 18,625,000 0 0 29,925,000 104,975,000 0 0 0 0

　　一般単独事業 2,166,540,443 170,568,323 504,473,775 0 262,685,000 1,399,381,668 0 0 0 0

　　その他 375,672,211 16,633,344 0 0 0 0 0 0 0 375,672,211

【特別分】 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

臨時財政対策債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　減税補てん債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　退職手当債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 2,677,112,654 205,826,667 504,473,775 0 292,610,000 1,504,356,668 0 0 0 375,672,211

※種類【通常分】、その他は、県貸付金（千葉県市町村振興資金）

（単位：円）

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体
金融機構

市中銀行
その他の
金融機関

-
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負債項目の明細

②　 地方債（利率別）の明細
（単位：円）

2,677,112,654 2,172,638,879 504,473,775 0 0 0 0 0 0.4%

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）

加重平均利率
1.5％超
2.0％以下

地方債残高 1.5％以下
2.0％超
2.5％以下

2.5％超
3.0％以下

3.0％超
3.5％以下

-
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負債項目の明細

③　 地方債（返済期間別）の明細
（単位：円）

2,677,112,654 205,826,667 262,924,568 294,288,086 284,848,116 252,021,703 799,406,185 519,136,222 58,661,107 0

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

20年超地方債残高 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

-
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11, 057, 460賞与等引当金 165, 046, 764 176, 104, 224 0 176, 104, 224 165, 046, 764 0 165, 046, 764 176, 104, 224

繰入

平成３０年度　引当金明細書

勘定科目
（ 区分）

その他 計 目的取崩 その他 計

前年度末残高

本年度増加額

本年度末残高 増減

本年度減少額

退職手当引当金 522, 830, 829 170, 470, 150 0 170, 470, 150

（ 単位： 円）

0 0 0 693, 300, 979 170, 470, 150

-
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（ 単位： 円）

平成３０年度　財源の明細

会計 区分 金額財源の内容

0

0

2, 824, 100, 674

税収等

小計

0

2, 824, 100, 674

資本的補助金

経常的補助金

0

0

0

計 0

19, 592, 000

　備考

小計 19, 592, 000

国県等補助金

合計

一般会計

2, 843, 692, 674

計 19, 592, 000

分担金及び負担金

0

0

-
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538, 454, 627

648, 818, 177 0 513, 200, 000 135, 618, 177

0 0 0 0

0

0

0

538, 454, 627

貸付金・ 基金等の増加 0 0 0 0

純行政コスト 2, 784, 513, 199 19, 592, 000 0 2, 226, 466, 572

有形固定資産等の増加

その他

（ 単位： 円）

合計 3, 433, 331, 376 19, 592, 000 513, 200, 000 2, 362, 084, 749

平成３０年度　財源情報の明細

内訳

区分 金額

国県等補助金 地方債 税収等 その他

-
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（ 単位： 円）

種類 本年度末残高

平成３０年度　資金の明細

合計

59, 612, 565

73, 786

59, 686, 351

一般会計現金

歳計外現金

-
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